
企業版ふるさと納税活用事業　効果検証シート

１．企業版ふるさと納税活用事業

２．事業概要

事業概要 

令和６年度
予算額

令和６年度
決算額

令和６年度
実施内容

評価

４．外部有識者による評価

地域再生計画の名称 各務原市まち・ひと・しごと創生推進計画

事業名 新特別支援学校整備事業

総合戦略該当箇所

戦略目標②　未来を支える「ひと」づくり〈子育て・教育〉

施策の柱３．教育

（２）安心して学べる教育環境づくり

　旧各務原特別支援学校は、知的障がいのある高等部の生徒のみを対象とした学校であったため、小中学部の児童生徒お
よび知的障がい以外の障がいがある高等部の生徒は、市外の特別支援学校等に通学していた。このため、かねてより要望の
あった小・中・高一貫であり、知的障がいに加えて肢体不自由や病弱の児童生徒を対象とした市立の新しい特別支援学校
を、令和７年４月に開校した。

4,684,323千円
令和６年度
寄附金額

11,800千円

4,605,138千円
令和６年度
寄附件数

6件

　建設工事を進め、令和６年１２月に建設工事が完了した。令和７年３月までに外構工事や什器備品の搬入を完了し、令和７
年４月に開校した。また、校舎入口に寄附を頂いた法人の名称を列挙した銘板を設置するとともに、スクールバスにも寄附
協力法人名を掲載した。

３．事業効果 本事業終了後における事業効果

A:本事業は地方創生に非常に効果的であった。

A
　これまでの寄附募集の取組の結果として、全５台のスクールバスの寄附協力
法人名の記載箇所全35箇所中30箇所（８５．７％）が埋まり、順調に企業から
の寄附を集めて、スクールバスを整備できた。引き続き、寄附を活用して、施設
の充実に努めていく。

B:本事業は地方創生に相当程度効果があった。

C:本事業は地方創生に効果があった。

D:本事業は地方創生に対して効果がなかった。

E:評価が困難。
（予見できなかった外的要因等により、事業の効果を図るこ
とが難しい場合）
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企業版ふるさと納税活用事業　効果検証シート

１．企業版ふるさと納税活用事業

２．事業概要

事業概要 

令和６年度
予算額

令和６年度
決算額

令和６年度
実施内容

評価

４．外部有識者による評価

地域再生計画の名称 各務原市まち・ひと・しごと創生推進計画

事業名 岐阜かかみがはら航空宇宙博物館運営事業（人材派遣型）

総合戦略該当箇所

戦略目標③　魅力と安心の「まち」づくり〈魅力向上〉

施策の柱１．発信・誘客

（３）観光資源の活用と効果的なPR

　川崎重工業株式会社航空宇宙システムカンパニーから、（公財）岐阜かかみがはら航空宇宙博物館へ専門知識を有する人
材を派遣することにより、航空宇宙に関する教育普及事業や航空宇宙産業の振興及び人材育成等の各種公益事業を行っ
た。

2,500千円
令和６年度
寄附金額

2,500千円

2,500千円
令和６年度
寄附件数

1件

　企業版ふるさと納税制度の人材派遣型を活用し、川崎重工業株式会社から岐阜かかみがはら航空宇宙博物館に1名を派
遣した。派遣された社員は、その知見を活かし、同社から無償貸与されたVRヘリシミュレータ（※）の運営を中心とした、博物
館の学芸業務に従事した。

※VRヘリシミュレータ：川崎重工の製造するBK117ヘリコプターをベースにした、パイロット訓練にも活用できる機能を有
する本格シミュレータ。VRゴーグルを着用し、上空からのリアルな風景を眺めながらヘリ操縦を体験できる。

３．事業効果 本事業終了後における事業効果

A:本事業は地方創生に非常に効果的であった。

B

　VRヘリシミュレータは入館料とは別に体験料金を求める有料コンテンツであ
るが、リアルなヘリ操縦が体験できることに加え、ステージクリアにより次の難
易度に挑戦できること、段階により修了証を贈呈することにより、リピーター
を呼び込み、令和6年度は延べ1,428人の利用と年間を通じての稼働率は
78.5%となり、博物館の魅力向上に寄与した。
　このシミュレータは川崎重工業株式会社が製造するBK-117がベースになっ
ており、同社の社員がシミュレータの運営に従事することで、利用者の満足度
向上、リピーターの確保に寄与した。
　また、本事業を通じて川崎重工業株式会社と博物館の連携強化が図られ、令
和7年度の「空の日」イベントへの出展等につながった。
　本事業終了以降も、川崎重工業株式会社の支援を受けつつVRヘリシミュ
レータを運営し、引き続き博物館の魅力向上を図る。

B:本事業は地方創生に相当程度効果があった。

C:本事業は地方創生に効果があった。

D:本事業は地方創生に対して効果がなかった。

E:評価が困難。
（予見できなかった外的要因等により、事業の効果を図るこ
とが難しい場合）
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